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外国語教育と文学・言語研究
一教育分野と研究分野の不一致一一

田　中　俊　明

璽。序

　戦後の新制大学発足以来，外国語教育の大

部分は主に1年生，2年生を対象にした教養

課程の中で行われて来た。そしてその体制は

40年余の長きにわたり，小さな変更はあった

ものの，大枠ではほとんど変ることなく継続

されて来た。しかし一般に「大綱化」と言わ

れている文部省の「大学新設置基準」により，

時代に合った各大学独自の「自己改革」が求

められるようになった。この「大学新設置基

準」の特徴は，それまでは各科穏の単位数に

至るまでこと細かに規定されていた旧来の

「大学設置基準」により，どの大学でも似た

り寄ったりの教科科目であったのに対し，各

大学の現状に合わせて科目が設定出来る所に

ある。言い換えれば，「固定枠」が外されて，

制度面でも内容面でも「自由化」されたので

ある。「固定枠」の中では，あまり教育につい

て考える必要のなかった大学教貝達も，各大

学の独自性に任された以上，自分の所属する

大学の改革に真剣に取り組まなければならな

い状況になったと書えよう。正に大学改革の

中にある現在，外国語教育も今後どうあるべ

きかが，外国語教員に問われているのである。

そこで本稿では，今までの外国語教育を振り

返って，その問題点を探り，今後の外国語教

育および外国語教員のあるべき姿を考察して

みる。

2。教養課程の外国語教育

芝。薯　新制大学の外国語教員

　戦後の学制改革で，新制大学には主に1，

2年生が履修する教養科目が設置された。9

一般教育科目や保健体育科目と並んで，外国

語科目も必修科目としてこの中に含まれてい

た。そして少数のエリート教育であった戦前

の旧制大学とは異なり，新制大学でははるか

に多くの学生が勉学するようになり，もはや

エリート教育の場ではなくなってしまってい

た。したがって，外国語科目も数多くの学生

が履修するようになり，その結果戦前よりは

著しく多くの外国語担当の教員が必要となっ

た。そこで戦前からの経緯：もあり，大部分は

文学部の英文学，独文学，仏文学等の專攻の

大学院修士課程修了者が，当然のごとく外国

語教員として採用されたが，急増したそのポ

ストはなかなか埋まらず，しばらくは「引く

手あまた」の状態で，就職ロは正に「より取

り見取り」であった。2）それゆえ，本当に外国

語教員としてふさわしいかどうかなどは問わ

，れず，専ら彼らの専攻分野（英文学，独文学，

仏文学等）のみにより選考され，就職先が決

まって行った。

　その後外国語教員不足が解消された後も，

多くの大学では何の疑念も抱かずに，依然と

して前述の専攻分野から採用し続け，現在に

至っている。その際には以前と同様に，外国

語教育に対する資質等はほとんどあるいは全

く考慮されず，外国語教育には直接関係のな
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2 言語文化論究6

い文学や言語等の研究のみを審査対象にして

いると言う，甚だ不合理な採用状況が今なお

続けられている。ここに戦後の日本の外国語

教育の最：大の問題点がある。

2。2　外国語教員の教育と研究

　戦後始まった新制大学の教養科目としての

外国語科目は大学生全員が必修とされて来た。

言い換えれば，この「必修枠」に助けられて，

外国語教員は出来ない学生がいても適当に単

位を出していれば，その授業の学習効果につ

いてはほとんど問われることはなかった。こ

のことは，とにかく卒業に必要である外国語

の単位を出してもらわなければ，学生は卒業

出来ないので，当の学生や学部の專門課程の

教員，さらには一般社会等が外国語教育の内

容面に関してはあまり関心を示さなかったか，

あるいはもはや期待していなかったものとも

考えられる。3）また大学生全員が受講する外

国語授業はかなりの時間数（コマ数）を必要

とするので，非常勤講師を含め，多数の外国

語教員が担当しなければ，カバー出来なかっ

たと醤う大学側の切羽詰まった事情もあり，

外国語教員としての資質などはあまり考慮出

来なかったことも事実である。

　このような状況下で，多くの外国語教員は，

大学時代から続けて来た文学や言語等の研究

に主力を注ぎ，いわばその「片手間」に外国

語の授業をしていたような訳で，外国語教育

の改善を真剣に考える教員は極めて稀であっ

たと言える。なぜなら本格的に外国語教育の

研究に取り組んでいたならば，外国語教育と

は直接関係のない，異なった分野の文学や言

語等の研究に費やす時間などは決してなかっ

たはずであると言えるからである。4）ここに

外国語教員特有の教育分野と研究分野の「二

重性」と言う問題がある。例えば政治学を研

究する者は，授業では政治学を教え，数学を

研究する者は，授業では数学を教えており，

通常は教育と研究の分野は一致しているので

ある。同様に考えれば，文学研究者は文学を，

言語研究者は言語学を教えれば良いはずであ

るが，現実には彼らの多くが分野の異なる外

国語教育を担当しているのである。そしてそ

の大部分の教員は，自分の経験した外国語教

育のみに基づいて，授業を改善して行けば良

いと考えていて，そのような教員が多数を占

めていたほとんどの大学では，自分の外国語

授業に，他の教貝等が口出しすべきものでは

ないと言う状況が支配的であった。したがっ

て，そのような外国語教員は，学問としての

言語教育（外国語教育），すなわち言語教育学

（外国語教育学）を認めようとしなかったり，

その学問が存在することすら知らなかったの

で，当然研究対象としては全く考えていな

かったし，現在も同様に少なからぬ外国語教

員の頭の中にはないのである。5）さらにその

ような外国語教員は，文学研究や言語研究等

に多くの時間を費やす一方で，一クラスの人

数が多い，授業時間数が少ない，学習意欲の

ある学生が少ない等の教育効果の上がらない

理由を並べて，その言い訳にして，教育改善

の努力をしないまま，他に責任転嫁をし続け

て来たのである。

3。一貫教育の外国語教育

3。唾　必修から選択へ

　文部省の「大学新設置基準」，いわゆる「大

綱化」により，それまで卒業単位に必修であっ

た外国語科目は，選択科目にしても良いこと

に変わった。その結果，全廃も含めて単位数

も各大学の自由に任されるようになったが，

多くの大学では授業内容についてあまり討議

されることもなく，ただ単位数の変更（多く

は削減）のみが議論されただけであった。6）

外国語教護達は外国語科目の単位句話を必死

にくい止めようとしていたが，既に制度改革

したほとんどの大学では，その甲斐もなく，

以前より単位数が削減されてしまった状況に
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ある。

　しかしながら単位数削減を嘆くよりも，ま

ずなぜそのようになったのか，その原因を考

えてみる必要があろうと思われる。前章でも

述べたように，戦後の外国語教員は教養課程

の「必修枠」の中で，大量生産されて来たが，

現実にはその多くの教員は，文学あるいは言

語研究を主にして，その合い間に外国語教育

をすると書う状態が長く続いて来た。そのた

め，例えば初習外国語では，ユ年生前期で説

明を中心にした基礎文法を急ぎ足で終え，後

期では難しい内容の文学や哲学等のテキスト

を講読すると言う授業をしていた。学生は勿

論そのような読解などは出来る訳がなく，当

然授業では「暗号解読」に終始したり，7）訳本

に頼ったりで，試験では日本語訳を丸暗記し

て，何とか単位をもらうことだけに必死で

あった。

　学習効果と言う観点がら見ると，このよう

な授業を何糞位取っても，外国語能力をつけ

るのが不可能であることは，一目瞭然である。

このような外国語教貝は，外国語の教育方法

について考えることもなく，ただ学生の不出

来を嘆くのみであり，逆に学生は授業につい

て行けず，ひたすら「苦痛」に耐えるだけで

あった。このように実りのない，不毛な外国

語の授業が長く続けられて来た。新制大学の

教養課程は，長い間制度変更されることもな

く，持続されたため，多くの外国語教員がそ

れに甘えて，授業改善を怠って来た。このよ

うに，本来学生の外国語能力を向上させるは

ずの外国語科目が，卒業必要単位であったた

め，教員と学生の多くは授業の充実を図ろう

とはせずに，専ら単位のみに関心を示してい

た。しかし現在でもまだかなりの大学が外国

語科目を必修にしているため，今日もなおこ

のような状態が続いている。

3。2　効果の上がる授業へ

文部省の「大学新設置基準」施行以来，多

くの大学で教養課程改革が行われ，大部分の

大学で外国語科目の単位が削減された。この

大きな原因には，前節で述べた学習効果の上

がっていなかった外国語教育に対する批判が

あると考えられる。8）したがって，今後も引

き続き大学で外国語教育が行われて行くには，

飛躍的な授業内容の充実が求められなければ

ならない。

　ここでは制度上どのように改革すれば効果

の上がる授業が出来るかを考えてみる。旧来

の教養i課程の科目（教養科目）は，改革後は

4年（または6年）の全学一貫教育と言う新

しい枠組みの中で，共通教育科目などの名称

で呼ばれており，9＞ほとんどの大学で単位数

を減らしている。外国語科目も例外ではなく，

単位数減の大学が多い。そのような中で，制

度面の改革を考えてみるには，前述の次のよ

うな多くの外国語教員の嘆きを思い出す必要

がある。すなわち，外国語教育の効果が上が

らないのは，①1クラスの学生数が多過ぎる，

②授業時間数が少ない，③学生の学習意欲が

ない，などの原因が挙げられる。③の学生の

学習意欲に関しては，授業内容にも関するこ

とであるが，①と②は主に制度改善により，

学習効果の向上が見込まれる。すなわち①に

関しては，零時間数（総：コマ数）を増やすこ

とが出来れば何の問題もないのであるが，通

常それはかなり難しいので，例えば単位数を

半分に減らすことにより，1クラスの人数を

現在の半分にすることが可能になり，はるか

に効果の上がる授業が期待出来る♂o）②に関

しても時問数回は望み薄であるので，時間割

上可能ならば，1回の授業を半分（90分なら

ば45分）にし，1週問の授業の回数を倍（2

回ならば4回）にすることにより，総：時間数

は同じであるが，授業への短時間の集中力を

高め，短い授業間隔により，記臆力の増進を

図り，一層の学習効果を上げるのに役立つと

思われる。なおこのような時間割編成が無理

な場合は，1回の授業を異なる2つの内容に
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4 誉語文化論究6

分目，学生の気分転換を図り，さらに可能な

らば前半を日本入教員，後半を外国入教員と

言うような組み合わせにより，前述の場合に

近い効果を上げることも可能であろうと考え

られる。n＞

　このように制度面のわずかな工夫によって

も，授業改善が多少なりとも出来るが，抜本

的な改善をするには，外国語蝶貝自身による

授業内容の改善も図らなければならないが，

このことは次章で述べることにする。ともか

く「大学新設置基準」では，必ずしも必修摩

擦としなくてもよくなった外国語科目を今後

も大学に残して行くには，授業改善をして，

効果の上がる授業をして行く以外に道はない

と思われる。

　尋。今後の外国語教育

尋。冒　外国語教育重視と軽視

　文部省の「大学新設置基準」施行によるヂ大

綱化」前後から，大学の外国語教育は，それ

を重視し強化して行く大学と，逆に軽視し弱

体化させて行く大学の2つの流れに大別出来

る。前者は東京大学教養学部や慶応義塾大学

湘南藤沢キャンパスの新設2学部等の少数の

大学に限られており，大部分の大学は後者に

属する。多くの大学が外国語教育軽視へと進

んで行った主な理由は，今までの教養課程（教

養部）解体より，外国語科目を含む旧教養科

目を担当していた教員が，新設された学部や

大学院で専門科目も担当するようになったの

で，外国語科目等の旧教養科目を旧来の時間

数と同じに担当するのが，困難になったため

と考えられる。これらの新設学部や大学院で

教えている専門科目は，外国語科目とは直接

関係なく，むしろ外国語教員の多くが研究分

野にしている外国文学や外国語学もしくはそ

れに近い分野であると言える。本来は文学研

究者あるいは言語研究者と考えているいわゆ

る「仮の姿」の外国語教員にとっては，三2）この

改革により，あまり好まなかった外国語科目

の担当が少なくなり，自分の「本来の」研究

分野あるいはそれに近い分野が教えられるこ

とになったので，少なからずほっとしている

のではないかと想像出来る。

　逆に外国語教育を重視した大学（学部）で

は，外国語科目に熱意を傾け，真剣に外国語

教育改善に取り組んで来た外国語教員が多数

を占めており，彼らが主導権を握って，授業

内容を含めた，教育（学習）効果の上がる授

業のカリキュラムを作り上げたのである♂3）

外国語教育の望ましい方向は，これらの大学

のように，外国語教育を重視・強化して，学

生に実際に活用出来る外国語能力を習得させ

ることである。しかしながら多くの大学がこ

のような方向へは行かずに，外国語教育を軽

視・弱体化させる方向に進んでいる最：大の理

由は，外国語教翼を「仮の姿」と考え，外国

語教育に熱意を示さないので，当然外国語教

育改善にも意欲を示さない外国語教門があま

りにも多いからであろうと思われる。王4｝また

そのような外国語平貝の研究分野は，大概当

該外国語の文学または雷語研究であり，外国

語教育と言う教育分野とは一致しない，いわ

ば「二重専門分野」を持っているのである

が，15）そのことに関して何の疑念も抱かず，

むしろ当然のことと考えている外国語教員が

少なからず存在することも事実である。一入

の教員が二つの異なる専門分野に同じ位深く

関わるのは極めて難iしく，結局自分の好まし

い研究分野の方に力を注ぎ，あまり好ましく

ない外国語教育分野の方は，必然的に「手抜

き仕事」になってしまうことになる。これは

外国語教員として就職した時からのジレンマ

であるが，大学教育改革のこの時機にこそ解

決しなければならない大きな課題である。

尋。芝　外国語専門教員養成の必要性

　前節で見て来たように，少数派ながら外国

語教育重視に向かっている大学（学部）があ

る。これらの大学（学部）は単に制度上のこ

4
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とだけではなく，授業の充実を図っている。

例えば，その大学（学部）の学生の学力に合

わせた授業を効果的に行うために，独自で教

材開発をしている所もある。16）これは授業改

善に真剣に取り組んで行けば，当然のことで

あるが，多くの外国語教員は既製の教材を使

い，授業をそれに合わせているのが現実であ

る。旧教養科目に入っていた外国語科目は，

多くの大学では新しく共通教育科目等の名称

で呼ばれている科目の中に入っているが，例

え教員側が授業内容の改善を図っても，第3

章で述べた，1クラスの学生数や時間数およ

び学生の意欲などの制度面や学生側の問題も

残されたままでは，思った程教育効果が上が

らないことも充分考えられる。慶鷹義塾大学

の新設2学部では，時間数を短くし，小入歯

クラスにしているが，最：後には学生の学習意

欲の問題が残ってしまう。授業方法や学習教

材の改善により，ある程度は学生に興味を持

たせることは出来るが，元々外国語学習に関

心のない学生の学力を向上させるには，おの

ずから限界がある。すなわち，全学生の外国

語力を専門科目や一般社会で使えるようにす

るのが理想ではあるが，現実にはそれは特別

なケースを除いて，ほとんど不可能と考えら

れる。

　そのような前提に立って考えて見ると，現

在の共通教育科目としての，学生全員が必修

の外国語科目は，見直す必要があると思われ

る。すなわち教育意欲のない教員が教え，学

習意欲のない学生が受講していても，外国語

能力の向上は到底出来ないし，将来いつまで

もこのような「馴れ合い」授業を続けても，

外国語教育は質的にもますます衰退して行く

ばかりなので，外国語の運用能力をつけるこ

とを主たる目的とする外国語科目は，思い

切って選択にすべきであると考える。そして

この外国語科目を履修しない学生には新たに

当該外国語の言語や文化に関する講義科目を

設置し，原則的に日本語で講義することにす

る。そうすれば学習意欲のある学生だけが外

国語科目を履修するようになって，先に述べ

た3つの問題もかなり解決されることになり，

学習効果の上がる授業が大いに期待出来るこ

とが考えられる。さらにもっと学習したい学

生に対しては，4年生まで履修出来て，専門

分野や卒業後の社会等で実際に活用出来る程

度にまで外国語能力を伸ばす「外国語インテ

ンシブコース」を専門科目内に設置すれば，

外国語学習者数は現在よりはるかに減少する

が，外国語能力と言う観点から見れば，飛躍

的な効果が期待出来る。勿論この「外国語イ

ンテンシブコース」は小人数で，時間数を多

く取り，学習意欲のある学生のみが集まるこ

とにより，制度面と学生側の問題はなくなる

ので，残りの教員側の問題も取り除かねばな

らない。すなわち，学生の学年が上がるごと

に順次学力がレベルアップして行くような，

授業内容美でのしっかりしたカリキュラムを

作る必要がある。この場合は「片手間」に外

国語の授業を担当している教貫では極めて難

しいので，やはり学問的に教育・研究をして

来た言語（外国語）教育専門の教員がどうし

ても不可欠になるのである。

　しかしながら日本では，外国語（言語）教

員を養成する機関は，教員養成系大学の学

部・大学院のみで，しかも中学校・高等学校

の英語教員に限られており，大学の外国語教

員を養成する学部・大学院はほとんど見当た

らないのが現状である。17）したがって，今後

外国語教育を実り多くして行くためにも，現

職の外国語教員のうちの外国語教育に熱意の

ある教員は，努めて言語教育を科学的に研究

し，その成果を実際の授業に活かして行く必

要があるし，大学改革・再編が行われている

現在，出来るだけ大学の外国語教員を養成出

来る大学院の設立に努力し，1人でも多くの

言語（外国語）教育専門の教員を養成して行

くことが不可欠であると言える。

5
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4．3　教育分野と研究分野の一致へ

　前節では，今後の外国語教育を充実させ，

外国語能力を専門分野や一般社会で活用出来

る程度にまで引き上げて行くには，とりわけ

専門科目の中に「外国語インテンシブコース」

を設置することが不可欠で，その教育をする

ための外国語専門教員の必要性を述べた。ま

た現在大学再編の中で，教養部が解体し，外

国語科目が縮小あるいは廃止されている一方

で，国際文化学部等の新しい学部ないしは大

学院が次々と作られている。18）その際旧来の

外国語教授の多くは，当該外国語の文学を含

む文化あるいは言語等についての，彼らが本

来専門にしている分野あるいはそれに近い分

野の専門知識を教えるようになった。その結

果，共通教育科目（旧教養i科目）として従来

教えていた外国語科目の各教員の担当時間数

が減少し，学生の外国語履修単位数も減少し

た。これは一見外国語教育の衰退とも見える

が，今までの外国語科目の単位数でも，実際

にはあまり効果が上がっていなかったので，

単位数の削減前でも後でも，せっかく覚えた

外国語も少し経つとほとんど忘れてしまって

いると言う観点から見れば，結果はほとんど

同じであると言えよう。

　したがって外国語科目削減は，外国語に対

して熱意のない教員と学生にとっては，互い

に好まない「アリバイ」的な授業に出る必要

がなくなり，特にそのような教員にとっては，

自分の専門分野あるいはそれに近い分野につ

いて教えることも出来るようになり，この大

学再編は正に一石二鳥と言えるであろう。す

なわち，多くの大学の外国語教員が持ってい

る「特殊性」，教育は外国語，研究は文学また

は言語学等と言う「二重専門分野」から解放

され，「仮の姿」をやめて，やっと「外国語教

貝」の肩書をはずすことが出来るからである。

しかしながら大部分の大学では，外国語教貝

が文学・文化・言語等の専門の授業を担当し

ながら，一部外国語の授業も担当していると

言う相変わらず「二重専門分野」状態が続い

ている。これはまだ共通教育科目としての外

国語科目を「アリバイ」的に残しているため

である。そしてここには，戦後外国文学や外

国語学研究の教員が外国語教育をしなければ

ならないと言う長い間の「習慣」からなかな

か脱却出来ないことを示していると言える。

したがって現状では多くの場合，未だに外国

語教員の教育分野と研究分野が完全に一致し

ているとは言えないのである。

5。結　　語

　以上述べたように，戦後長い間外国語教育

の専門家ではない文学や言語等の研究者が，

外国語を教えて来た状況に大きな転機が訪れ

ている。大学改革の中で，少なからぬ「外国

語教員」は，学部の「専門科目担当教員」ま

たは「大学院担当教員」に変った。そしてそ

の「専門科目」や「大学院科目」は外国語教

育とは直接関係のない外国文学・文化や言語

野に関する科目である。確かにこのことは，

外国語教員の教育分野と研究分野の一致と言

う点に関しては良い方向に向かっていると言

える。しかしほとんどの大学では，今までの

共通教育科目（旧教養科目）としての外国語

科目の授業内容についての反省と改善がなさ

れないまま，縮小されようとしている。大部

分の外国語教員が，外国語教育の専門家では

ない教員なので，19）このようなことを要求し

ても無理なのかもしれないが，とても残念な

ことであり，また戦後の欝本の外国語教育の

大きな欠点でもある。さらに相変わらずまだ

言語（外国語〉教育学を学問分野として認め

ず，外国語教育は各教員の創意工夫によって

改善出来ると信じて疑わない非科学的な教員

がいるのも事実である。したがって，当然外

国語専門教員養成のための言語（外国語）教

育学の大学院等が，この大学改革の中でもな

かなか設立されないのもうなずける所であり，

6
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特に文学部系の学部ではそのような傾向が顕

著に見られる。

　このような状況を踏まえて，今後行うべき

外国語教育改革は，外国語教育研究を一日も

早く，文学研究や言語研究等から独立させ，

分離することである。そうすることにより，

文学研究者や言語研究者等は教育に関しては，

それぞれ文学や言語学等の専門分野を教える

ことに専念することが出来，外国語教育研究

者はその専門分野を活かして，その理論を外

国語教育の実践に応用することが出来ること

になり，教育分野と研究分野が一致すること

になる。20）外国語教育が他の分野の教育と異

なる点は，学問知識を教えるのではなく，外

国語の運用能力を身につけさせる所にある。

これは頭脳を使った技能と言えるので，くり

返しの練習等により習得しなければならない。

それゆえ，学問知識を教える他の科目とは大

きく異なった教育方法が必要なのであるが，

この点について正しく認識している外国語教

員は非常に少ないと思われる。これからの外

国語教育をより発展させて行くには，外国語

教育の専門家を養成すると共に，多数の学習

意欲のない学生を相手にして効果の上がらな

い「アリバイ」的な授業をするよりも，教貝

も学生も少数精鋭によるインテンシブ教育で

学習効果を上げて行く努力をしなければなら

ない時期に来ていると言える。

註

1）教養課程と専門課程とをはっきり区別し，1，2年生では教養科目のみを履修しなければな

　らない大学と，4年生までの内に履修すれば良い大学とがあった。

2）筆者も年輩のドイツ語教員から，その頃は主任教授の所に修士課程在籍者に対する就職依頼，

　いわゆる「青田買い」が少なからずあったことを聞いている。

3）大塚　譲1994では，「副業（『文学研究』や『言語理論研究』）重視・本業（『外国語教育』）

　軽視」と言う本来不可能な兼業は，「外国語科臼の必修制」と「学生による評価の欠如」にかろ

　うじて守られて続いて行く，と書かれている。

4）同上の大塚　譲1994でも，分野の異なる研究と教育の両立は土台無理があることが述べら

　れている。

5）したがって，そのような大学では，言語教育に関する論文をいくら書いても，なかなか論文

　として認めてもらえないと言うことを，筆者も耳にしたことがある。

6）同様のことが日本独文学会等の研究発表会でも，ドイツ語教育についての発表の中で，ほと

　んど授業内容には触れず，ただ単位数削減などの制度面の変更についてのみの発表をしていた

　人も見受けられた。

7＞読解が「暗号解読」になってしまうことについては，田中俊明1993，24－25ページを参

　照。

8）同様に，多くの一般教育科目でも，授業に出席せず，ただ丸暗記で受験だけして，単位をも

　らうと言う，効果の上がらない，身につかない授業をしていた。

9）九画大学では全学共通教育科目と呼ばれ，新設の大学教育研究センターがその責任部局とし

　て統括・実施している。

10）大学英語教育学会1992では，妥当なクラスの入数は10～30人であろう，としている。

11）筆者の勤務する九州大学では，同僚のドイツ語教貫がこのように，授業時間を前半と後半の

　2つに分けて，日本入教員とドイツ入教員が内容の異なる授業をして，効果を上げていること
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　が報告されている。

12）外国語教員r仮の姿」論については，小塩　節1973を参照。

13）慶慮義塾大学湘南藤沢キャンパスの2つの新設学部の外国語科目カリキュラムの成立過程お

　よび授業内容については，追出　一郎1993を参照。また東京大学教養学部の外国語科目の英

　語のテキストについては，註16）を参照。

14）小池　生夫1994では，英語教育に無関心な英語教員が少なくないことが指摘されている。

15）大塚　譲1994では，このように教育と研究の異なる分野を持つ場合を，「二重職分制」と呼

　んでいる。

16）東京大学教養i学部英語教室では，独自の英語教材“T娩U亟verse◎f　English”（東京大学出版

　会，1993）〔現在はその改訂版“The　Expa簸dlng　U撮veτse　of：Englis鼓”〕を出版している。

17）筆者の知る限りでは，わずかに名古屋大学の大学院国際開発研究科に，言語教育科学講座，

　それに東京大学の大学院総合文化研究科に，言語情報科学専攻言語習得論講座があるのみであ

　る。

18）文系学部の多くには「国際」の文字が入り，理系の多くには「情報」の文字が入った学部が

　新設されている。

19）「21世紀に向けての英語教育」のアンケート調査によると，大学英語教員の中の専門分野が英

　語教育である教員の割合は，わずか20、8％で，全体の約5分の1だけである。16ページおよび

　133ページを参照。

20）大塚　譲1994でも，外国語教育の自立を訴えている。なお，筆者が授業を担当しているド

　イツ語教育界では，独立した「日本ドイツ語教育学会」がまだなく，日本独文学会の中に「ド

　イツ語教育部会」があるだけである。このことは，未だに独文学研究者が研究の合い間にドイ

　ツ語を教えると言う考え方から抜け出せないでいることを示している。

参　考　文　献

英語教育実態調査研究会（編著）：「21世紀に向けての英語教育」（英語教育別冊）大醇乎書店，1993

大塚　　譲：「ドイツ語教育の自立のために一一「大綱化」が旧い掛けているもの」（ドイツ語教育

　　　　　　部会会報第45号，34－41）臼本独文学会ドイツ語教育部会，1994

岡　　秀夫：「大学の英語教育改革の現況」（英語教育1994年4月号，14－16）大修館書店，1994

小塩　　節：「テレビのドイツ語あれこれ」（ドイツ語教育部会会報第4号，23－26）日本独文学会

　　　　　　ドイツ語教育吝β会，1973

小池　生夫：「大学外国語教育改革にともなうカリキュラム設計の基本」（日本独文学会第2回教

　　　　　　授法ゼミナールでの口頭発表およびそのハンドアウト），1994

関ロ　一郎：「慶鷹湘南藤沢キャンパス・外国語教育への挑戦　　新しい外国語教育をめざして」

　　　　　　三世社，1993

大学英語教育学会（編）：「大学設置基準改正に伴う外国語（英語）教育改善のための手引き　（1）

　　　　　　一JACETハンドブック」大学英語教：育学会，1992

田中　慎也：「大学の英語教育改革と教貫の意識改革」（英語教育1994年4月号，11－13）大修館書

　　　　　　店，1994

　　　　　：「どこへ行く？大学の外国語教育」三修社，1994

8



外国語教育と文学・言語研究 9

田中　俊明．「変革期のドイツ語教育一学習効果の上がる授業への改善一」（独仏文学研究第43号，

　　　　　　21－39）九州大学独仏文学研究会，1993

東京大学教養学部英語教室（編）：“TぬeExpa簸ding　U蝕iverse◎f　E鷺glish”東京大学出版会，1994

深沢　清治：「英語科教貫の養成と研修」（英語教育1994年4月号，ユ7二19）大修館書店，1994

9



Der Fremdsprachenunterricht und 
die Literatur- und die Sprachforschung 

-Der Unterschied zwischen dem Unterrichts- 

und dem Wissenschaftsbereich- 

TANAKA Toshiaki 

Die meisten Sprachlehrer in Japan haben im Unterricht und in der Wissenschaft „zwei 
unterschiedliche Fachbereiche". Sie haben in ihrer Studentenzeit nur fremdsprachliche 

Literatur- und/oder Sprachwissenschaft, jedoch weder Sprachpädagogik noch -didaktik 
studiert und betreiben immer noch in diesen Bereichen Forschung. Sie unterrichten deswegen 

im eigenen Stil, wobei ihnen im Unterricht Fehrer unterlaufen, und haben keine Motivation, 

von Grund auf ihren Unterricht zu verbessern. Im Laufe der Universitätsreformierung ist der 
Fremdsprachenunterricht vom Pflicht- zum Wahlfach geworden. Nicht alle Sprachlehrer 

müssen daher Fremdsprachen unterrichten. D.h., es wäre arn besten, wenn die jetzigen 

Sprachlehrer ohne Motivation in naher Zukunft keine Fremdsprachen, sondern ihre Fach- 
bereiche unterrichten: Literatur-, Sprachwissenschaft, usw. Und nur die professionellen 

Sprachlehrer, die auf Grund der Wissenschaft ihren Sprachunterricht verbessern wollen, 
könnten mit professionellem Bewußtsein Fremdsprachen unterrichten. Die professionellen 

Sprachlehrer brauchen natürlich in den Bereichen Sprachpädagogik und -didaktik Forschung 
zu betreiben und wissenschaftliche Abhandlungen zu schreiben. Außerdem sollten die 

heutigen Sprachlehrer zugleich diejenigen Bewerber, die im Forschungskurs (Daigakuin) 

wissenschaftliche Kenntnisse bezüglich des Sprachunterrichts studiert haben, als neue 
Sprachlehrer anstellen. Sowohl die Literatur- oder die Sprachwissenschaftler als auch die 

Sprachpädagogiker, Sprachlehrer könnten dadurch im Unterricht und in der Wissenschaft 

nur einen einzigen Fachbereich haben, daß ihre Unterrichtsbereiche in die Literatur-, die 

Sprachwissenschaft usw. ohne Sprachunterricht und die Sprachpädagogik mit Sprachunterri- 
cht getrennt würden. 


